
第８章 我が国との比較  
 

 

以下に、フランス、イタリア、スペイン、ポルトガル、日本の比較表を示す。 
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以
下
の
要

素
を
考
慮

 

・
消
費
者

物
価
指
数

の
変
化
率

 

 ・
料
金
は

毎
年
見
直

し
す
る
。

 

 
 

・
近
年

料
金
改
定
は
行

わ
れ
て
い

な
い
。 

・
実
際

の
料

金
改

定
は

国
土
交

通
大

臣

の
許

可
や

協
定

変
更

等
が

必
要

で
あ

る
。
 

  

リ
ス
ク
へ

の
対
応

 

・
 

高
速

道
路

の
建

設
、

維
持

管
理

、
運

営
に

関
す

る
リ

ス
ク

は
、

不
可

抗
力

を
除
い
て

会
社
が
負

う
。
 

・
 

予
期

さ
れ

な
か

っ
た

リ
ス

ク
事

象
が

発
生

し
、

な
お

か
つ

財
政

的
不

均
衡

が
発

生
し

た
場

合
は
国

が
救
済

措
置

を
と
る
。

 

 

・
 

フ
ラ

ン
ス
と
同
じ

 

 

・
 

高
速

道
路

の
建

設
、

維
持

管
理

、
運

営
に

関
す

る
リ

ス
ク

は
、

不
可

抗
力

を
除

い
て
会
社

が
負
う
。
 

・
 

財
政

不
均
衡
が

発
生
し
た
場
合

は
、

 

-
料
金
の

値
上

げ
 

-
契
約
期

間
の
延
長

、
 

-
補
助
金

の
供

与
 

と
い

っ
た
救
済

措
置
を
と

る
。
 

・
 

最
近

の
契
約
で

は
、
リ

ス
ク
は
民

間
に
移

行
し

て
い
る
。

 

・
 

高
速

道
路
の
建

設
、
維
持
管
理

、
運

営
に

関
す

る
リ
ス
ク

は
、
不

可
抗
力
を

除
い
て

会
社

が
負
う
。

 

 

・
 
4
5
年

以
内
に
す

べ
て
の
債

務
を
償

還
す

る
こ

と
を

前
提

と
し

て
、

機

構
と
会
社

が
協
定
を
締
結

し
、
5
年

程
度

で
見

直
す

こ
と

に
よ

り
一

体

と
し
て
リ

ス
ク
に
対
応
す

る
。
 

・
 
地

震
等

の
大

規
模

な
災

害
復

旧
に

つ
い

て
は

、
国

か
ら

の
補

助
金

に

よ
り

債
務

返
済

リ
ス

ク
が

軽
減

さ

れ
る
。
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 図
表

8-
3 

各
国
と
の
比
較

3 

項
 
目

 
フ

ラ
ン
ス

 
イ
タ

リ
ア
 

ス
ペ
イ
ン

 
ポ

ル
ト
ガ

ル
 

日
本
 

整
備
路
線

の
決
定

 
国

 
国

（
高
速

道
路
網
計

画
A
N
AS

が
作
成

）

及
び
地
方

 

国
及

び
地
方
（

州
政
府
）

 
国
 

国
及

び
地

方
（
都
市

高
）
 

有
料
と
無

料
の
区
別

 

・
 
国

が
有
料

と
無
料

を
決
定
す
る

。
(
道

路
法
典

1
22
-4

条
は
有
料

制
度
を
規

定
)
 

・
 
経

済
発
展

の
遅

れ
て
い

る
地

域
や
環

状
道

路
等

の
都

市
近
郊

の
高
速

道
路

は
、
無
料

の
高
速
道

路
が
多
い
。

 

 

・
 
国

が
有
料

と
無
料
を

決
定
す
る

。
 

・
 
経

済
的

発
展
が

遅
れ

て
い

る
南

部
地

域
や

環
状
道
路

等
の

都
市

近
郊

の
高

速
道
路
は

、
無
料
の

路
線

が
多
い
。
 

 

・
 
国
が

有
料
と
無

料
を
決
定

す
る
。

 

・
 
環

状
道

路
等
の

都
市

近
郊
の
高

速
道

路
は

、
無
料
の

路
線
が
多

い
。
 

・
 
都

市
間

に
つ

い
て

は
併

存
し

て
い

る
。

 

・
 
1
9
8
0
年
代
に
、
社

会
党
政
権

に
よ

り

無
料
の

高
速
道

路
を

建
設
し

た
（
結

果
的
に

有
料
道

路
へ

の
拒
否

感
、
地

域
的

な
不
平
等

感
を
生
む

）
。
 

・
 
国

が
有
料
と
無
料
を

決
定
す
る

 

・
 
環

状
道

路
等

の
都

市
近

郊
の

高
速

道

路
は
、
無
料
の
路
線
が
多

い
。
 

・
 
経

済
発
展
の
遅
れ
て
い
る

地
域
で

は
、
 

 
 

シ
ャ
ド
ウ

ト
ー
ル

を
採
用

し
た
。

 

（
下
欄
参

照
）
 

・
国

が
有
料
と

無
料
を
決

定
す
る

 

リ
ア
ル
ト

ー
ル
/シ

ャ

ド
ウ
ト
ー

ル
の
決
定

 

 
シ
ャ
ド

ウ
ト
ー
ル
は
無

い
。
 

 
シ
ャ
ド

ウ
ト
ー
ル

は
無
い
。

 
・
 
リ

ア
ル

ト
ー
ル

と
シ

ャ
ド
ウ

ト
ー

ル

を
併

用
、
区
別

は
国

が
決
定
す

る
。
 

・
 
高

速
道

路
の
初

期
投

資
財
源
不

足
対

策
と
し

て
シ
ャ

ド
ウ

ト
ー
ル

を
導
入

し
て

い
る
。

 

・
 
シ

ャ
ド

ウ
ト
ー

ル
は

、
原
則
、

経
済

的
に

遅
れ
た
地

域
に

採
用
さ
れ

る
。
 

 

・
 
リ

ア
ル

ト
ー

ル
と

シ
ャ

ド
ウ

ト
ー

ル

を
併
用
、
区
別

は
国

が
決
定
す

る
。

 

・
 
高

速
道

路
の

初
期

投
資

財
源

不
足

対

策
と
し
て

1
99
7
年
に
シ
ャ
ド

ウ
ト
ー

ル
導

入
。

対
象

は
遅

れ
た

地
域

で
あ

る
。
 

・
 
支

払
額
が
増
加

し
た
こ
と

か
ら

3
路

線

（
7
路
線
の
う
ち

）
を
リ
ア
ル

ト
ー
ル

へ
変
更
を
決
定

し
た
。
（
実
施

時
期
未

定
）
 

シ
ャ
ド
ウ

ト
ー
ル
は

無
い
。
 

事
前
検
討

、
 

開
示
手
続

き
 

 

・
 
3
00
m
幅
の
路

線
計
画

、
環
境
影
響

評

価
、
経
済
社
会
的

評
価
は
国

が
行
う
。 

・
 
コ

ン
セ
ッ

シ
ョ

ン
契
約

は
、

国
が
当

事
者
で
あ

る
。
 

・
 
3
00
m
幅
の
路

線
計
画

、
環
境
影

響
評

価
、

経
済

社
会

的
評

価
は

国
及

び

A
NA
S
が
行

う
。

 

・
 
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

契
約

は
、

 
A
N
AS

が
当
事
者

で
あ
る
。

 

・
 
事

前
設

計
、
環

境
影

響
評
価
は

国
が

行
う

。
 

・
 
コ

ン
セ

ッ
シ
ョ

ン
契

約
は
、
国

及
び

地
方

が
当
事
者

で
あ
る
。

 

・
 
4
0
0
m
幅
の
路

線
計
画
等

の
事
前
設
計
、

環
境
影
響
評
価
は
国
が
行

う
。
 

・
 
コ

ン
セ
ッ
シ
ョ

ン
契
約

は
、
主
に

国
が

当
事
者
で
あ
る

。
 

 ・
 
法

律
に

基
づ

き
機

構
と

会
社

が
協

定
を

締
結

す
る

（
供

用
年

、
限

度

額
、
貸
付
料
、
計
画
収
入

等
）
。

 

詳
細
設
計

、
施
工
計

画
 

用
地
買
収

 

・
 
実

施
計
画

（
詳

細
設
計

、
施

工
計
画

な
ど
）
は

、
会
社
が

作
成
す
る
。

 

・
 
実

施
計
画

作
成

を
国
が

支
援

す
る
場

合
が
有
る

。
 

・
 
用

地
買
収

は
会

社
が
行

う
が

、
国
が

支
援
す
る

。
 

 

・
 
実

施
計

画
（
詳

細
設

計
、
施

工
計
画

な
ど
）
は

、
会
社
が

作
成
す
る

。
 

・
 
用

地
買

収
は
会

社
が

行
う
が

、
国
が

支
援
す
る

。
 

 

・
 
実

施
計

画
（
詳

細
設

計
、
施
工

計
画

な
ど

）
は
、
会

社
が
作
成

す
る
。

 

・
 
用

地
買

収
は
会

社
が

行
う
が
、

国
が

支
援

す
る
。

 

  

・
 
実

施
計
画
（
詳
細

設
計

、
施
工
計

画
な

ど
）
は
、
会
社

が
作
成
す

る
。
 

・
 
用

地
買
収
は
会
社
が
行
う

が
、
国
が

支

援
す
る
。
 

 

・
 
会

社
が
実
施

す
る
。

 

・
 
な

お
、

国
等

と
の

合
併

施
工

や
国

が
実

施
す

る
方

式
（

新
直

轄
）

も

あ
る
。
 

 

高
速

道
路

の
計

画
 

道
路
資
産

の
帰
属

 

・
 
道

路
資
産

は
国

に
帰
属
す
る
。

 

・
 
会

社
は
使

用
権
を
有

す
る
。
 

・
 
財

務
上
は

国
の

資
産
と

し
て

は
計
上

せ
ず
、
会

社
が
計
上

す
る
。
 

・
 
契

約
終
了

時
に

無
償
で

国
に

引
き
渡

す
。
 

 

・
 
道

路
資

産
は
国

に
帰

属
。
道

路
用
地

の
登
記
は

会
社
名
義

で
な

さ
れ
る
。
 

・
 
会

社
は
使

用
権
を
有

す
る
。
 

・
 
財

務
上

は
国
の

資
産

と
し
て

は
計
上

せ
ず
、
会

社
が
計
上

す
る
。
 

・
 
契

約
終

了
時
に

無
償

で
国
に

引
き
渡

す
。
 

 

・
 
道
路

資
産
は
、

国
に
帰
属

す
る
。

 

・
 
会
社

は
使
用
権

を
有
す
る

。
 

・
 
財

務
上

は
国
の

資
産

と
し
て
は

計
上

せ
ず

、
会
社
が

計
上
す
る

。
 

・
 
契

約
終

了
時
に

無
償

で
国
に
引

き
渡

す
。

 

・
 
契
約

終
了
事
例
は

A
P8

の
１
例
の

み

で
州

に
引

き
渡

さ
れ

た
。
（

運
営

管

理
・

料
金
徴
収

は
州
内
の

2
県

の
公

社
が
民

間
へ
の

コ
ン

セ
ッ
シ

ョ
ン

に

よ
り

実
施
）

 

・
 
道

路
資
産
は
、
国
に
帰
属

す
る
。

 

・
 
会

社
は
使
用
権

を
有
す
る

。
 

・
 
財

務
上

は
国

の
資

産
と

し
て

は
計

上

せ
ず
、
会
社
が
計
上
す
る

。
 

・
 
契

約
終

了
時

に
無

償
で

国
に

引
き

渡

す
。
 

 

・
 
資

産
は

機
構

に
帰

属
す

る
（

資
産

と
債

務
を

引
受

け
、

開
通

後
、

機

構
か
ら
会
社
に
貸
付
け
）

。
 

・
 
料

金
徴

収
期

間
満

了
後

に
（

無
償

で
）
国
等
に
帰
属
す
る
。
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 図
表

8-
4 

各
国
と
の
比
較

4 

項
 
目

 
フ

ラ
ン
ス

 
イ
タ

リ
ア
 

ス
ペ
イ
ン

 
ポ

ル
ト
ガ

ル
 

日
本
 

事
前
の
支

援
 

国
か

ら
の

補
助
金
等
 

・
 
交

通
量
の

少
な

い
路
線

に
補

助
を
行

う
（

事
業

毎
に

国
か
ら

の
補
助

金
が

出
る
）
。

 

 

・
 
交

通
量

の
少
な

い
路

線
に
補

助
を
行

う
（

事
業
毎
に

国
か

ら
の

補
助

金
が

出
る
）
。

 

・
 
従

前
は

建
設
費

の
５

０
％
ま

で
の
補

助
が

可
能
で
あ

っ
た

が
、

現
行

法
で

は
５

０
％
を
超

え
る

補
助

が
可

能
で

あ
る
。

 

・
 
従
前

は
、
建
設
費

の
5
0
％
ま
で
補

助

し
て

い
た
（
E
U
か

ら
の
補
助
金

を
含

む
）
。
 

・
 
最

近
は
劣

後
公

債
S
P
P
L
に

よ
る

支

援
が

採
用
さ
れ

て
い
る

 

SP
P
L：

低
利

の
政

府
融

資
、

交
通
量

収
入
の

増
減
に

連
動

し
て
金

利
が
上

下
に

変
動
 

・
 
会

社
に
よ
り
補
助
金
（

ポ
ル
ト
ガ

ル
の

場
合

EU
か
ら
の

補
助
金
が
多

い
）
が

決
ま
っ
て
い
る
。
 

・
 
最

近
は
、
補
助
金

の
供

与
例
は
少

な
く

な
っ
て
い
る
。
 

・
 
最

近
は
、
国
へ
の

納
付
金

を
納
め

る
場

合
が
あ
る
。

 

・
 
原

則
無

し
（

一
般

有
料

で
は

合
併

施
工

有
り

、
本

四
、

都
市

高
に

は

出
資
金
有
り
）
。
 

国
に

よ
る

財
政

支
援

に
つ

い
て
 

事
後
の
補

助
 

財
政

バ
ラ
ン
ス

が
崩

れ
た

場
合

の
回
復
の

方
法

 

（
リ
ス
ク

へ
の
対
応

参

照
）

 

プ
ー
ル
制

区
間
に
つ
い
て
は
、
 

・
 
コ

ン
セ
ッ

シ
ョ
ン

期
間
の
延
長

 

・
 
公

的
補
助

 

・
 
料

金
改
定

 

プ
ー
ル
制

区
間
に
つ

い
て
は
、

 

・
 
コ

ン
セ
ッ

シ
ョ
ン

期
間
の

延
長
 

・
 
公

的
補
助

 

・
 
料

金
改
定

 

・
 
コ
ン

セ
ッ
シ
ョ

ン
期

間
の
延
長

 

・
 
公
的

補
助
 

・
 
料
金

改
定
 

 

・
 
コ

ン
セ
ッ
シ
ョ

ン
期

間
の
延
長

 

・
 
公

的
（
直
接

）
補
助

 

・
 
上

記
の

2
方
法

の
組
合
せ

、
ま
た

は
、
 

両
者
で
合

意
さ
れ
た

他
の
方
法

 

・
 
概

ね
5
年
ご
と
の
協
定
変
更
に

よ

り
財

政
の

リ
バ

ラ
ン

ス
が

可
能

で

あ
る
。
 

・
 
地

震
等

の
大

規
模

災
害

時
の

復
旧

の
場

合
、

機
構

経
由

で
国

か
ら

の

補
助
金
制
度
が
有
る
。

 

（
・

本
四

公
団

で
、

国
が

一
部

債
務
引

受
し
た
例

有
り
。
）

 

税
金
 

・
 
地

方
税

：
 

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
終
了

時
に
国

に
返

還
す

る
資

産
は

固
定
資

産
税

が
非
課

税
で

あ
り

、
国

に
返
還

し
な
い

資
産

に
は
課
税

さ
れ
る
。

 

・
 
国

税
：
料

金
に
か
か

る
付
加
価
値

税
 

 
 
 
 

 
（

V
AT
）
は

1
9
.
8％

で
あ
る
。 

会
社

の
利
益
に
法
人

税
が
か
か

る
。
 

・
 
地
方
税
：

 

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
終

了
時

に
国

に
返

還
す

る
資

産
は

固
定

資
産

税
が

非
課

税
で

あ
り

、
国

に
返

還
し

な
い

資
産

に
は

課
税
さ
れ

る
。
 

・
 
国
税
：
料

金
に
か
か

る
付
加
価

値
税
 

（
VA
T）

は
２

０
％
で
あ

る
。
 

会
社

の
利
益
に

法
人
税
が

か
か
る
。
 

・
 
地
方

税
：

 

固
定

資
産

税
は

、
固

定
資

産
の

評
価

額
の

２
５

％
に

１
％

の
固

定
資

産
税

が
か
か
る
（
最

近
の
契
約

）
。
 

・
 
国

税
：

料
金
に

か
か

る
付
加
価

値
税

は
、
特

別
税
率
で

７
％
で
あ
る
(通

常

は
１

６
％
）
。

 

会
社
の
利

益
に
法
人

税
が
か
か

る
。
 

・
 
地

方
税
：

 

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
終

了
時

に
国

に
返

還
す

る
資

産
は

固
定

資
産

税
が

非
課

税
で

あ
り
、
国
に
返
還
し
な

い
資
産

に

は
課

税
さ
れ
る

。
 

・
 
国

税
：

料
金

に
か

か
る

付
加

価
値

税

（
VA
T）

は
、

２
１

％
で
あ
る
。

 

会
社
の
利

益
に
法
人

税
が

か
か
る

。
 

・
 
地

方
税

 
固

定
資

産
税

は
非

課
税

で
あ
る（

平
成

2
7
年

度
ま
で
規

定
、

サ
ー

ビ
ス

エ
リ

ア
等

会
社

資
産

等

は
課
税
）
 

・
 
国

税
 

料
金

に
か

か
る

消
費

税
は

５
％
で
あ
る
。
 

 
 

会
社

の
利

益
に

法
人

税
が

か
か

る
。
 

会
社

が
支

払
う

国
等

へ
の

税
金
、

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
料

に
つ

い
て
 

コ
ン
セ
ッ

シ
ョ
ン
に

固

有
の
国
へ

の
支
払
い

 

・
 
国

へ
の
納

付
金

が
あ
る

（
国

有
地
使

用
料
、
国

土
整
備
税

）
。
 

・
 
会

社
に
超

過
利

益
が
発

生
し

た
場
合

は
、
超
過

額
を
国
に

納
付
す
る
。

 

・
 
従

前
は

、
料
金

収
入

の
１
％

を
コ
ン

セ
ッ

シ
ョ
ン
料

と
し

て
国

に
納

付
し

て
い
た
。

 

・
 
2
00
7
年
よ
り
料
金

収
入
の

2
.4
％
に

増
額
、
そ
の

一
部
が

AN
A
S
の
監
査

費

用
に
充
て

ら
れ
て
い

る
。
 

・
 
サ

ー
ビ

ス
エ

リ
ア

か
ら

の
サ

ブ
･
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

料
収

入
の

2
％

を

A
NA
S
に
納
付

し
て
い
る

 

・
 
毎

年
払

う
コ
ン

セ
ッ

シ
ョ
ン
料

は
無

い
。

 

・
 
特

に
、

採
算
性

の
良

い
事
業
で

は
、

入
札
時

に
提
案

し
、

契
約
時

に
国
に

一
括

し
て
支
払

う
制
度
が

あ
る
。

 

・
 
毎

年
払

う
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

料
は

無

い
。
 

・
 
特

に
、
採

算
性
の

良
い

事
業
で
は
、
入

札
時
に
提
案
し
、
契
約
時
に
国

に
一
括

し
て
支
払
う
制
度
が
あ
る
。
こ

の
額
の

多
寡

が
落

札
者

決
定

の
大

き
な

要
因

と
な
る
。
 

・
 
い

わ
ゆ

る
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

料
で

は
な

い
が

、
会

社
は

資
産

貸
付

料

を
機

構
に

支
払

う
。

（
そ

の
貸

付

料
を

原
資

と
し

て
、

機
構

が
債

務

償
還
を
行
う
。
）
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 図
表

8-
5 

各
国
と
の
比

較
5 

 

項
 

目
 

フ
ラ

ン
ス
 

イ
タ

リ
ア
 

ス
ペ
イ
ン

 
ポ
ル

ト
ガ
ル

 
日
本
 

契
約
（
償

還
）
期
間

 

・
 
コ

ン
セ
ッ

シ
ョ
ン
ご
と
に

契
約
、
仕

様
書

の
内

容
を

国
務

院
指

令
で

決

定
さ
れ
て

い
る
。
 

・
 
2
0
3
0
.
12
.
31

ま
で
（

C
OF
I
R
OU
TE
 A
8
6

以
外
の
場

合
）
 

・
 
上

限
：
通
常

7
5
年

だ
が

85
年
の

例

も
あ
る
（

モ
ン
ブ
ラ
ン
ト

ン
ネ
ル
）
 

・
 
2
0
3
8
.
12
.
31

ま
で

（
Au
t
o
st
r
a
d
e

社
の
場
合
）

 

・
 
最

長
：
7
8
年

 

・
 
20
0
3
年
の

PP
P
法

で
短
縮
さ
れ

た
。

 

・
 
上
限

40
年
（

6
0
年
ま
で

延
長
可
能
）

 

・
 
管
理

有
料
の
場

合
は
、
上

限
は

2
0
年

 

・
 
P
P
P
法
以
前
は

、
長
い
契

約
が
あ
る

 

・
 
上
限

30
年
 

 

2
0
0
5
年

1
0
月
か
ら

45
年
間
以
内
（
６

社
共

通
）

の
償

還
が

法
定

さ
れ

て
い

る
。
 

料
金
設
定

 

・
 
料

金
上
限

を
国
で
決
定
し
、
入
札

書

類
に
明
示

す
る
。
 

・
 
応

札
時
に
、
そ
の
範
囲

で
会
社
が

料

金
と
契
約

期
間
を
提
案
し
、
最
終

的

に
は
国
と

合
意
す
る
。

 

・
 
対

距
離
制

で
あ
る
。

 

・
 
料

金
上
限
を
国

で
決
定
し

、
入

札
書

類
に
明
示
す
る

。
 

・
 
応

札
時
に
、
そ
の
範

囲
で
会
社

が
料

金
と
契
約
期
間

を
提
案
し

、
最

終
的

に
は
国
と
合
意

す
る
。

 

・
 
対

距
離
制

で
あ
る
。

 

・
 
料

金
上

限
を

国
で

決
定

し
、

入
札

書
類

に
明

示
す
る
。

 

・
 
応

札
時

に
、

そ
の

範
囲

で
会

社
が

料
金

と
契

約
期

間
を

提
案

し
、

最
終

的
に

は

国
と

合
意
す
る

。
 

・
 
対
距

離
制

で
あ
る
。

 

・
 
料
金

上
限
を
国

で
決
定
し

、
入
札

書
類

に
明

示
す
る
。

 

・
 
応
札

時
に
、
そ
の
範

囲
で
会
社
が

料
金

と
契

約
期
間
を

提
案
し
、
最
終
的

に
は

国
と

合
意
す
る

。
 

・
 
対
距

離
制

で
あ
る
。

 

・
国
の
許
可

に
よ
る
（

投
資
額
＋
管
理

費
を
料
金

で
償
還
）

。
 

・
対
距
離
制

で
あ
る
（

都
市
部
は
圏
域

ご
と
に
均

一
）
。

 

 

 

料
金

水
準

と
契

約
期

間
 

料
金
改
定

式
 

・
 
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

契
約

に
考

え
方

が
規
定
さ

れ
る
。
 

・
 
イ

ン
フ
レ

率
と
財
政
状
況
、
投
資

状

況
を
考
慮

し
て
、
5
年

毎
の
業
務

契

約
改

定
時

に
料

金
公

式
を

改
定

す

る
。
 

Δ
T
 
≦
 
a
Δ
P
 
＋
 
b
 

Δ
T
：
料
金
の

改
定
率

 

Δ
P
：
イ
ン
フ

レ
率

 

a 
：
管
理

費
用
等
を
考
慮

 

ｂ
：
投
資

を
考
慮
 

・
 
料

金
は
、
料

金
公
式
を

使
っ
て
毎

年

改
定
さ
れ

る
。
 

・
 
民

営
化
後
、
国
が
厳
し

く
査
定
す

る

傾
向
に
あ

る
。
20
07

年
AP
RR

社
等
 

で
は
、
値

上
げ
率
を
圧
縮

し
た
。

 

な
お
、
会
計
検

査
院
に
よ

り
、
料

金

決
定

基
準

が
不

明
確

と
す

る
報

告

書
提
出
さ

れ
て
い
る
。

 

・
 
通

行
料

金
は

5
年

毎
に

見
直

さ
れ

る
。
 

・
 
2
0
0
7
年
ま
で

の
料
金
改
定
式
 

Δ
T 
≦
 
Δ
P 
- 
X 
+
 β

Δ
Q 

 
 

Δ
T
：
料

金
の
改
定

率
 

 
 

Δ
P
：
イ

ン
フ
レ
率
 

 
 

X 
：
生

産
性
向
上
率
等
 

 
 

Δ
Q
：
サ

ー
ビ
ス
の
質
指
標
の
変
動

 

 
 

β
：
係
数

（
0
～
0．

5）
 

・
 
料

金
は
、
毎

年
、
料

金
改
定
式

を
使

っ
て
会
社
が

AN
A
S
に
申
請
す

る
。

認
可
後
、
改
定

が
実
施
さ

れ
る
。

 

・
 
最

近
、
AN
AS

が
厳
し

く
査
定
す

る
仕

組
み
に
法
律
を

改
定
し
た

。
 

・
 
2
0
0
8
年
か
ら

の
料
金
改
定
式
 

Δ
T
 
=
 Δ

P
 －

X
 +
 
K
 

 
K
 
：

投
資
実
績
を
反

映
す
る
係

数
 

 

（
β
Δ
Q
を
含
め
る

こ
と
が
で
き

る
）
 

・
 
料

金
の

改
定

は
、

毎
年

、
法

律
で

定
め

ら
れ

た
公
式
に

基
づ
い
て

行
わ

れ
る
。
 

・
 
料

金
の

改
定

は
、

イ
ン

フ
レ

率
と

交
通

量
の

予
測

値
と

実
績

値
の

差
に

よ
り

決

定
さ

れ
る
。

 

 

X
C

PI
C

av
er

ag
e

R
1

 

 

P

P
R AA

D
TAA

D
T

AA
D

T
X

10
01

 

 C
R 
= 
料
金

改
定
率

 

CP
I 
= 

過
去

12
ヶ

月
の
消
費
者

物
価

指
数
の
変

化
率
 

A
A
D
T
R 
= 
実
際
の
日
平
均

交
通
量

 

A
A
D
T
P 
= 
予
測
日
平

均
交
通
量
 

 

・
 
毎
年

の
料
金
の

改
定
の
上

限
値
は
、
イ

ン
フ

レ
率
の

9
0％

以
内
で
あ
る

。
実

態
と

し
て

9
0
％
よ
り

低
い
値
を

採
用

し
た

こ
と
は
な

い
。
国
も
そ
れ
を

認
め

て
い

る
。
 

 

Δ
T
 
=
 0
.
9
 *
 
Δ
P
 

  
Δ

T：
料
金
の
改

定
率
 

 
Δ

P：
イ
ン
フ
レ

率
 

 

      

―
 

維
持
管
理

 

・
 
維

持
修
繕

計
画
を
国
に
提

出
（

修
繕

工
事
な
ど

一
部
承
認
）
後

、
工
事

を

実
施
す
る

。
 

・
 
国

に
返
還

す
る

5
年
前

に
維
持
修

繕

計
画
を
作

成
し
、
保
証

金
を
国
に

支

払
う
。

 

・
 
維

持
修
繕
計
画
を

A
NA
S
に
提
出
（
修

繕
工
事
な
ど
一

部
承
認
）
後
、
工
事

を
実
施
す
る
。

 

・
 
国

に
返

還
す

る
際

の
１

年
前

に

AN
AS

が
検
査

、
指
摘

事
項
を
会

社
が

補
修
す
る
。

 

・
 
品
質

管
理
計
画

を
国
に
提

出
す
る

。
 

・
 
新

し
い

法
律

の
中

で
、

プ
ロ

グ
レ

ス
条

項
が

あ
り

、
時

代
の

変
化

、
技

術
進

捗

に
応

じ
た

適
正

な
管

理
を

行
う

義
務

が

会
社

に
あ
る
。

 

・
 
品
質

管
理
計
画

と
運
営
・
維
持
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
国

に
提

出
し

承
認

を
得

る
。

 

・
 
交

通
量

が
増

加
す

る
と

車
線

数
増

が

義
務

が
契
約
で

決
め
ら
れ

て
い
る

。
 

・
 
会

社
は

法
律
及

び
協

定
に

よ
り

常

時
良

好
な

状
態

に
保

つ
こ

と
が

求

め
ら
れ
て

い
る
。

 

・
 
協

定
締

結
に
際

し
て

、
維

持
、

修

繕
そ

の
他

の
管

理
の

仕
様

書
を

機

構
に
提
出

す
る
。

 

適
正

な
管

理
、
国
の
監

査
、
モ
ニ
タ

リ
ン

グ
に

つ
い

て
 

監
査
等

 

・
 
国

が
工

事
完

了
検

査
、

監
督

を
行

う
。
 

・
 
事

業
に
よ

り
、
国
が
詳
細

設
計
、
施

工
チ
ー
ム

を
組
織
し
、
支
援
す
る

事

が
あ

る
。

(
ノ

ル
マ

ン
デ

ィ
ー

橋
：

地
元
商
工

会
議
所
が
事
業

主
体
、
ミ

ヨ
ー
橋
：
途

中
か
ら
コ

ン
セ
ッ
シ

ョ

ン
に
変
更

)
 

・
 
A
N
A
S
が
工
事

完
了
検
査

を
行
う
。

 

・
 
保

守
計
画
を
会

社
は

A
NA
S
に

説
明

す
る
。
 

 

・
 
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

の
監

査
は

公
共

事
業

省
有

料
道
路
管

理
部

が
実
施
す

る
。
 

・
 
品

質
、

維
持

状
態

は
国

（
公

共
事

業
省

の
各

地
方
出
先

部
局
に

In
sp
ec

to
r
を

配
置

）
が
検
査

、
監
督
を

行
う
。

 

 

・
 
IG
F
（
財
務
省

の
関
連

機
関
）
は

財
務

に
関

す
る
監
査

を
行
う
。

 

・
 
サ
ー

ビ
ス
水
準

、
維

持
管
理
水
準

は
道

路
庁

（
の
有
料

道
路
部
門

）
が
検

査
、

監
督

を
行
う
。

 

・
 
国

が
工

事
完
成

検
査

を
実

施
す

る

（
資

産
の

現
地

確
認

を
必

要
に

応

じ
機
構
が

実
施
す
る

）
。
 

・
 
会

社
は

機
構
に

毎
年

、
管

理
の

実

施
状

況
を

報
告

す
る

（
機

構
は

必

要
に

応
じ

管
理

の
実

地
確

認
を

実

施
す
る
）

。
 

（
・
こ
の
ほ

か
会
計
検

査
院
、
国
税
庁

等
の
検
査

、
調
査
等

が
あ
る
。

）
 

158



 図
表

8-
6 

各
国
と
の
比

較
6 

 

項
 
目

 
フ

ラ
ン
ス

 
イ
タ

リ
ア
 

ス
ペ
イ
ン

 
ポ

ル
ト
ガ

ル
 

日
本
 

適
正
な
管

理
を
行
う

イ

ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
（
ボ

ー

ナ
ス
）

 

・
 
明

確
な
規

定
は
無
い

。
 

 

・
 
路

面
状
態
、
事
故
率
等
の
管
理
水
準

、

改
善

に
よ
り
（

従
来

方
式

）
、

あ
る

い
は

適
切
な
投

資
を

行
う

こ
と

に
よ

り
（

新
方
式
）

料
金

改
定

が
有

利
に

行
え
る
。

 

 

・
 
一

定
の

基
準
を

（
安

全
性
、
料

金
所

の
待
ち

時
間
、

維
持

状
態
等

）
ク
リ

ア
す
れ

ば
、
契

約
期

間
を
延

長
（
最

長
5
年
）
で
き

る
。
 

・
 
Oc
a
na

道
路

の
例

：
安
全
性
向
上

36

年
→

40
年
 

・
 
契

約
上

の
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

は
道

路

安
全
指
数
の
減
少
、
車
線
閉
鎖

時
間
等

で
あ
る
。
 

・
 
品

質
管
理
計
画

を
作
成

し
、
国
の

基
準

の
安

全
性

な
ど

を
ク

リ
ア

す
れ

ば
ボ

ー
ナ
ス
が
も
ら

え
る
。

 
適
正

な
管

理
、
国
の
監

査
、
モ
ニ
タ

リ
ン

グ
に

つ
い

て
 

ペ
ナ
ル
テ

ィ
 

・
 
ペ

ナ
ル
テ

ィ
、

契
約
破

棄
の

条
項
が

あ
る
 

・
 
民

営
化
に

伴
い

、
コ
ン

セ
ッ

シ
ョ
ン

契
約
を
変

更
し
、
義
務
違
反

に
対
し

、

国
は

、
ペ

ナ
ル

テ
ィ

を
課

す
こ

と
が

出
来
る
よ

う
に
な
っ

た
。
 

-
 
工
事
の

遅
延
 

-
 
管
理
水

準
 

-
 
（
承
認

無
し
の
）

交
通
止
め
 

・
 
ペ

ナ
ル

テ
ィ
、

契
約

破
棄
の

条
項
が

あ
る
。

 

・
 
履

行
義

務
を
実

施
し

て
い

な
い

場
合

は
、
料
金
の

値
上
げ
に
反
映

さ
れ
る

。 

・
 
サ

ー
ビ

ス
の
質

の
指

標
を
設
定

し
、

目
標
を

達
成
す

れ
ば

ボ
ー
ナ

ス
を
、

達
成
度

が
悪
け

れ
ば

、
ペ
ナ

ル
テ
ィ

を
課
す

る
契
約

を
結

ぶ
こ
と

が
出
来

る
。

 

 

・
 
水

準
に

達
し

て
い

な
い

と
さ

れ
た

場

合
、
会
社
は
適
切

な
改
善
策
を

実
施
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

 

・
 
場

合
に
よ
っ
て
は
、
契

約
に
従
い

ペ
ナ

ル
テ
ィ
を
課
す
こ
と
も
あ

る
。
 

・
 
機

構
と

の
協

定
に

基
づ

き
、

会
社

は
仕

様
書

等
に

従
っ

て
管

理
を

実

施
す
る
。
 

・
 
会

社
は

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
の

目
標

と
実
績
を
公
表

し
、
そ
れ
を
機

構
、

及
び

、
国

が
確

認
し

て
い

る
が

、

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
及

び
ペ

ナ
ル

テ

ィ
は
な
い
。

 

 

道
路

管
理

権
限

 

交
通
管
理

 

通
行
止
め

、
交
通
規

制
 

・
 
通

行
規
制

は
内

務
省
の

地
方

長
官
が

判
断

し
、

コ
ン

セ
ッ
シ

ョ
ン

会
社
が

実
施
す
る

。
 

・
 
会

社
は

、
緊
急
の

通
行
制
限

を
行
う

、

事
後
承
認

が
必
要
で

あ
る
。
 

・
 
道

路
の

保
全

の
た

め
の

通
行

規
制

は
、
AN
A
S
に

代
わ
り
コ

ン
セ
ッ
シ

ョ

ン
会
社
が

行
う
。

 

・
 
交

通
安

全
の
た

め
の

通
行
規

制
は
、

警
察
が
行

う
。
 

・
 
通

行
止

め
、
交

通
規

制
は
コ
ン

セ
ッ

シ
ョ
ン

当
局
、

交
通

警
察

の
権

限
で

あ
る

。
 

・
 
し

た
が

っ
て
、

交
通

規
制
も
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン
当
局
、
交
通
警
察

が
行
う
。 

・
 
緊

急
の

場
合
は

、
会

社
が
通
行

止
を

行
い

、
事
後
報

告
す
る
。

 

・
 
工

事
に

よ
る
交

通
規

制
は
、
コ

ン
セ

ッ
シ
ョ

ン
当
局

、
交

通
警
察

の
許
可

が
必

要
で
あ
る

 

・
 
警

察
の

み
が

道
路

の
閉

鎖
を

行
う

こ

と
が
で
き
る
（
事
故

、
荒
天
、
火
事
な

ど
）
。
 

・
 
補

修
工
事
に
よ

る
交
通
規

制
は
、
コ

ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
当

局
か

交
通

警
察

の
許

可
が
必
要
で
あ

る
 

・
 
公

権
力

の
行

使
と

し
て

行
う

も
の

は
機
構
が
実
施

す
る
。

 

・
 
事

実
行

為
と

し
て

行
う

も
の

は
会

社
が
実
施
す
る

。
 

・
 
通

行
止

め
等

の
行

政
権

限
は

、
機

構
が

実
施

す
る

が
、

供
用

約
款

に

基
づ
く
「

供
用
の
拒

絶
」
に
よ

り
、

会
社

が
通

行
止

め
を

行
う

こ
と

が

出
来
る
。
 

・
 
交

通
警

察
に

よ
る

規
制

も
並

存
す

る
。
 

会
社

の
利

益
 

会
社
の
利

益
の
規
制

方

法
 

・
 
一

般
的
な

制
限
ル
ー

ル
は
無
い
。

 

・
 
A
86

と
A
2
8
に
利
益
制
限
例
あ
り

 

・
 
供

用
開

始
後

40
年
間

は
国

へ
の
納

付
金

は
無

い
が

、
そ
の

後
利
用

可
能

な
純

利
益

を
ベ

ー
ス

に
、

そ
の

一
部

を
国
に
納

付
す
る
（
A-
2
8
の
場
合
）
。 

1
9
9
3
年
ま
で
、
A
ut
o
s
tr
a
de

社
に
お

い

て
、
資

本
金
の
８

％
以
上
の
利

益
は
国

に

帰
属
し
て

い
た
が
、

現
在
は
な

い
。

 

・
 
コ

ン
セ

ッ
シ
ョ

ン
契

約
に
よ
り

会
社

の
利
益

超
過
を

制
限

す
る
条

項
が
盛

り
込

ま
れ
る
。（

2
0
03

年
の

PP
P
法
） 

・
 
超

過
し

た
場
合

「
超

過
し
た
利

益
を

共
有
す

る
」
、
「

超
過
し

た
利

益
を
国

に
返

す
」
方
法

が
あ
る
。

 

・
 
異

常
な

交
通

量
に

よ
る

異
常

な
利

益

を
制

限
す

る
よ

う
な

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

も
あ
る
。
 

・
 
こ

の
場
合
、
上
限

超
過
利
益
分

配
契
約

（
u
p
s
id
e
 s
ha
r
i
n
g
 a
g
r
ee
me
n
t
）
を

委
託
者
と
結
ぶ
（
新
し
い
契
約

方
法
）
。 

・
 
計

画
上

、
会

社
の

利
益

は
見

込
ま

な
い
。
 

・
 
ま

た
、

大
幅

な
交

通
量

の
増

加
等

に
よ

り
収

入
が

増
加

し
て

も
、

変

動
貸

付
料

制
度

に
よ

り
結

果
利

益

も
制
限
さ
れ
る

。
 

コ
ン
セ
ッ

シ
ョ
ン
を

可

能
に
す
る

法
律
 

・
 
1
95
5
年
の
高

速
道
路
法
（
道
路
法

典

L
.
1
2
2
-4
）

 

・
19
55

年
の

ロ
ミ
ー
タ

法
 

・
 
1
9
6
5
年

に
現
在
の

ス
キ

ー
ム
の
コ

ン

セ
ッ

シ
ョ
ン
契

約
が
始
め

て
締
結

 

・
 
1
9
7
2
年
の
コ

ン
セ
ッ
シ

ョ
ン
法
 

―
 

競
争
入
札

規
制
法

 
・

 
サ

パ
ン
法

を
導
入

、
1
99
7
年
に
新

設

区
間
の
公

開
競
争
入

札
を
開
始
 

・
1
9
94

年
に

メ
ル
ロ
ー

ニ
法
 

・
 
(1
9
72

年
の
高

速
道
路
法

)
 

・
 
1
9
9
7
年
の
デ

ク
レ

に
よ

り
、
公
開

入
札

を
規
定
 

―
 

現
ス
キ
ー

ム
を
規
定

す

る
法
律
等

 

・
 
1
9
9
7
年
の
新
た

な
方

式
に
よ
る
コ

ン

セ
シ
ョ
ン

の
契
約
書

 

・
1
9
98

年
の

コ
ス
タ
チ

ャ
ン
ピ
指

令
 

・
 
2
0
0
3
年

に
新
た
な

コ
ン

セ
ッ
シ
ョ

ン

法
を

制
定
 

・
 
（

2
0
0
3
年
の

B
r
is
a
l
と
の
コ
ン

セ
ッ

シ
ョ
ン
契
約
書

の
よ
う
な

契
約

書
）

 

・
道

路
関
係
四

公
団
民
営

化
関
係

法
 

法
令

の
整

理
 

 

料
金
改
定

の
規
定

 
・

 1
99
5
年
の

デ
ク
レ
及

び
5－

7
年
毎
 

に
締
結
さ

れ
る
業
務

契
約
で
規

定
 

・
 
20
0
7

年
1

月
の

経
済

閣
僚

会
議

(C
IP

E)
の
指
令

 

・
 
20
0
0
年

の
法
律

1
4
/
20
00

に
定
め

ら

れ
た
公
式

 

・
 
(
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

契
約

書
に

定
め

ら

れ
た
公
式
)
 

―
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図
表

8-
7 

各
国
と

の
比
較

7 
 

 国
 

フ
ラ
ン
ス

 
イ
タ

リ
ア
 

ス
ペ
イ
ン
 

ポ
ル

ト
ガ
ル

 
日
 

本
 

会
社

 
AS
F
社
 

Au
to

st
ra
de

社
 

A
be
rt
is

社
 

Ci
nt
ra

社
 

Br
i
sa

社
 

６
高

速
道
路
会

社
 

概
要

 

 

関
連

事
業

と
し

て
は

、
サ

ー
ビ

ス
エ

リ

ア
、

光
フ

ァ
イ

バ
ー

の
事

業
を

実
施

、

売
上

げ
全
体
の

2％
程
度

で
あ
る

。
 

民
営

化
後

、
高

速
道

路
事

業
に

関
連

す

る
分

野
か

ら
事

業
分

野
の

拡
大

を
開

始

し
た

。
 

合
併

に
よ

る
豊

富
な

資
金

力
と

高
速

道
路

の
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

の
経

験
か

ら
海

外
を

含
む

他
部

門
の

イ
ン

フ
ラ

の
建

設
・
管
理
に
進
出
し
た
。

 

大
手

建
設

会
社

の
フ

ェ
ロ

ビ
ア

ル
グ

ル
ー
プ
で

、
イ

ン
フ
ラ
部

門
を
担
当

し

て
い
る
。
グ
ル
ー

プ
と
し
て
、
多
部

門

で
海
外
に

進
出
し
て

い
る
。
 

関
連

事
業
と
し
て
は
、
サ
ー
ビ
ス

エ
リ

ア
の

事
業
、
そ
の
他

一
般
の
道
路

利
用

者
へ

の
サ

ー
ビ

ス
事

業
等

を
実

施
し

て
い

る
。
 

サ
ー

ビ
ス
エ
リ

ア
以
外

の
事
業

と
し

て
は
、

駐
車
場
、

ト
ラ
ッ
ク
タ

ー
ミ
ナ

ル
事

業
か
ら
ス

タ
ー
ト
し
、
他

の
事
業

も
実

施
し
て
い

る
。
 

サ
ー

ビ
ス

エ
リ

ア
事

業
 

・
サ

ブ
・

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
に

よ
り

実

施
し

て
い
る
。

 

・
サ

ブ
・

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
に

よ
り

実

施
し

て
い
る
。

 

・
サ
ブ
・
コ
ン
セ
ッ

シ
ョ
ン
に
よ

り
実

施
し

て
い
る
。
 

・
サ
ブ
・
コ
ン

セ
ッ
シ
ョ

ン
に
よ
り

実

施
し
て
い

る
。
 

 

・
サ
ブ
・
コ
ン
セ
ッ

シ
ョ
ン
に
よ

り
実

施
し

て
い
る
。
 

・
子

会
社
が
実

施
し
て
い

る
。
 

 

そ
の

他
事
業
 

・
 
光

フ
ァ
イ

バ
ー
網
の

賃
貸
 

・
 
道
路

交
通
情
報

の
提
供

 

 

・
 
光

フ
ァ
イ
バ
ー

網
の

賃
貸
 

・
 
道

路
工
事
の
設

計
・
施
工

管
理
 

・
 
舗

装
・
維
持
事

業
 

・
 
道

路
交
通
情
報

の
提
供

 

・
 
通

信
監

視
シ

ス
テ

ム
技

術
の

供

与
：
フ

ィ
レ
ン
ツ

ェ
、
シ
エ
ナ
、
ペ

ル
ー
ジ
ャ
の
エ

リ
ア
規
制

の
監
視

 

・
 
広

告
 

・
 
高

速
道
路
沿
道

通
信
施
設

の
建
設

 

・
 
港

湾
施
設
の
管

理
運
営

 

 

・
 
光
フ

ァ
イ
バ
ー

網
の
賃
貸

 

・
 
駐
車

場
の

運
営
 

・
 
物
流

施
設
の
管

理
運
営
 

・
 
情
報

通
信
の
管

理
運
営
 

・
 
空
港

の
管
理
運

営
 

  

・
 
光
フ
ァ
イ

バ
ー

網
の
賃
貸

 

・
 
駐
車
場

 

   

・
 
ET

C
事
業
車
載
器
販
売
・
レ

ン
タ

ル
 

・
 
顧
客

ア
シ
ス
タ

ン
ト
サ
ー
ビ
ス
 

・
 
乗
用

車
の
定
期

点
検
 

・
 
故
障

車
両
の
修

復
 

・
 
エ
ン

ジ
ニ
ア
リ

ン
グ
 

・
 
道
路

の
維
持
報

酬
 

・
 
通
信

機
器
シ
ス

テ
ム
の
維

持
、
ド

ラ
イ

バ
ー
へ
の

サ
ー
ビ
ス

 

 

・
 
会

員
カ
ー
ド
事

業
 

・
 
We

b
事
業
 

道
路
交
通
情
報

等
の
提
供

 

・
 
駐

車
場
事
業

 

・
 
ト

ラ
ッ

ク
タ

ー
ミ

ナ
ル

事
業

（
物

流
の
支
援
）

 

・
 
高

架
下
活
用
事

業
 

駐
車
場
、
倉
庫

、
商
業
施

設
等
 

・
 
不

動
産
事
業

 

・
 
保

険
代
理
店

、
旅
行

事
業
 

・
 
広

告
事
業
 

・
 
橋

梁
維
持
管
理

業
務

の
受
託
 

関
連

事
業

の
規

定
 

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
仕

様
書

に
て

規
定

さ

れ
て

い
る
。（

コ
ン
セ
ッ

シ
ョ
ン

当
局
の

認
可

が
必
要
）

 

規
制

な
し
 

高
速

道
路
法
が

19
9
9
年
に
改
正

さ
れ
関

連
事
業
へ
の
進
出
が
許

可
さ
れ
た

。
 

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
契

約
の

仕
様

書
に

て
規

定
さ
れ

て
い

る
。
（

コ
ン

セ
ッ

シ

ョ
ン

当
局
の
許
可
が

必
要
）
 

規
制

な
し
 

海
外

進
出
状
況

 

う
ち

高
速
道
路

 

事
業

 

1
カ

国
 

1
カ

国
 

5
カ

国
 

5
カ

国
 

1
8
カ

国
 

9
カ
国

 

７
カ
国

 

７
カ
国

 

 

2
カ
国

 

2
カ
国

 

（
技

術
移
転
、
技

術
者
の
派
遣

等
は
一

部
実

施
し
て
い

る
。
）
 

収
入

内
訳
 

・
料

金
収
入
：

9
8%
 

・
サ

ー
ビ
ス
エ

リ
ア

の
使
用
料
：

1
.5
% 

・
光

フ
ァ
イ
バ

ー
網

の
使
用
料
：

0
.5
% 

（
以
上

20
06

年
度

）
 

・
料

金
収
入

：
85
% 

・
 
契

約
収
入
（
舗

装
設
計
・
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
・
維

持
管

理
の

事
業
収
入

）
：

0
.
7
%
 

・
サ

ー
ビ
ス
エ

リ
ア
：
5
.
6
% 

・
技

術
供
与
・

広
告
：
5
.
3
% 

・
臨

時
収
入
（

保
険
等

）
：
0.
2%
 

・
そ

の
他
：
3
.2
% 

（
以
上

20
06

年
度
）
 

・
高

速
道
路
事

業
：
7
6%
 

・
駐

車
場
事
業
：
4%
 

・
物

流
施
設
の
管
理

運
営
：
1%
 

・
情

報
通
信
事

業
：
1
1%
 

・
空

港
事
業
：
8
%
 

（
以
上

20
06

年
度

）
 

内
高

速
道
路
事

業
内
訳
 

・
料

金
収
入
：
9
7.
27
% 

・
 
サ

ー
ビ

ス
エ

リ
ア

&
ガ

ソ
リ

ン
ス

タ
ン

ド
 

使
用
料
：

1
.9
0
%
 

・
通

信
事
業
：
0
.0
5%
 

・
そ

の
他

：
0
.7
8%
 

・
高
速
道

路
事
業
：

8
5%
 

・
駐
車
場

事
業
 
：

1
5%
 

   

・
料

金
収
入
：
9
1.
2
%
 

・
車

両
点
検
：
3
.9
%
 

・
サ

ー
ビ
ス
エ
リ
ア

：
1
.
9
% 

・
エ

ン
ジ
ニ
ア
リ
ン

グ
：
1
.3
%
 

・
ET

C
事

業
：
0
.9
% 

・
ア

シ
ス
タ
ン
ト
・

修
復
：
0.
3
%
 

・
電

子
機
器
：
0
.3
%
 

・
そ

の
他
：
0.
2
% 

（
20

06
年
度

）
 

・
 
料

金
収
入
：
9
3.
2%
 

・
 
関

連
事
業
：
6
.8
% 

内
受
託
事
業
等

の
収
入
：

5
.5
%
 

公
的

支
援
制
度

 
公

的
な

支
援

（
補

助
、

免
税

な
ど

）
は

な
い

。
 

公
的

な
支

援
（

補
助

、
免

税
な

ど
）

は

な
い

。
 

公
的

な
支
援
（
補
助

、
免
税
な

ど
）
は

な
い
。

 
公
的

な
支
援
（
補

助
、
免
税
な

ど
）
は

な
い

。
 

公
的

な
支
援
（
補

助
、
免
税
な

ど
）
は

な
い

。
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